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第１章  総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。）第 35条第４項の規定によ

り、札幌市長（以下「市長」という。）の認可を受けて設置した保育所（以下「認可保

育所」という。）について、その管理運営に関する基本的な事項を定め、認可保育所の

適正な運営と入所児童の適切な処遇を確保することを目的とする。 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 小学校就学前子ども 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」

という。）第６条第１項に規定する小学校就学前子どもをいう。 

(2) ２号認定子ども 法第 19条第１項第２号に掲げる満３歳以上の小学校就学前子ど

もをいう。 

(3) ３号認定子ども 法第 19条第１項第３号に掲げる満３歳未満の小学校就学前子ど

もをいう。 

(4) 乳児 児童福祉法第４条第１項第１号に規定する満１歳に満たない者をいう。 

(5) 幼児 児童福祉法第４条第１項第２号に規定する満１歳から小学校就学の始期に

達するまでの者をいう。 

(6) ０歳児 児童福祉法第 24条第１項の規定による保育の実施がとられた日の属する

年度の初日の前日において１歳未満の児童をいう。この場合、当該児童がその年度

の途中で１歳に達した場合においても、その年度中に限り０歳児とみなす。 

(7) １歳児 児童福祉法第 24条第１項の規定による保育の実施がとられた日の属する

年度の初日の前日において１歳以上２歳未満の児童をいう。この場合、当該児童が

その年度の途中で２歳に達した場合においても、その年度中に限り１歳児とみなす。 

(8) ２歳児 児童福祉法第 24条第１項の規定による保育の実施がとられた日の属する



年度の初日の前日において２歳以上３歳未満の児童をいう。この場合、当該児童が

その年度の途中で３歳に達した場合においても、その年度中に限り２歳児とみなす。 

(9) ３歳児 児童福祉法第 24条第１項の規定による保育の実施がとられた日の属する

年度の初日の前日において３歳以上４歳未満の児童をいう。この場合、当該児童が

その年度の途中で４歳に達した場合においても、その年度中に限り３歳児とみなす。 

(10) ４歳児 児童福祉法第 24 条第１項の規定による保育の実施がとられた日の属す

る年度の初日の前日において４歳以上５歳未満の児童をいう。この場合、当該児童

がその年度の途中で５歳に達した場合においても、その年度中に限り４歳児とみな

す。 

(11) 利用乳幼児 前条に規定する認可保育所を利用している者をいい、「子ども」又は

「児童」についても以下同じ。 

(12) 保育士 児童福祉法第 18条の 18 第 1 項の規定による保育士登録簿への登録を受

けた者をいう。 

(13) 調理員 認可保育所において、食事の調理業務に従事する者をいう。 

(14) 分園 保育所分園の設置運営について（平成 10年４月９日児発第 302号）及び札

幌市私立保育所設置認可等要綱（平成 13 年３月 30 日札幌市保健福祉局長決裁。以

下「認可等要綱」という。）第２条第４号に規定する分園をいう。 

(15) 中心保育所 前号に規定する分園を設置した場合の、本体となる認可保育所をい

う。 

(16) 利用定員 法第 31条第１項の規定により市長が定めた定員をいう。 

(17) 認定こども園 法第７条第４項に規定する認定こども園をいう。 

(18) 幼稚園 法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。 

(19) 保育標準時間 子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第

４条第１項に規定する１月当たり平均 275 時間まで（１日当たり 11 時間までに限

る。）の区分をいう。 

(20) 保育短時間 子ども・子育て支援法施行規則第４条第１項に規定する１月当たり

平均 200時間まで（１日当たり８時間までに限る。）の区分をいう。 

(21) 保護者 法第６条第２項に規定する保護者をいう。 

(22) 教育 法第７条第２項に規定する教育をいう。 

(23) 保育 法第７条第３項に規定する保育をいう。 

(24) 特定教育・保育 法第 27条第１項に規定する特定教育・保育をいう。 

(25) 地域型保育事業 法第７条第５項に規定する事業をいう。 

(26) 特定地域型保育 法第 29条第１項に規定する特定地域型保育をいう。 

(27) 公定価格 「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特

別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関

する基準等（平成 27 年３月 31日内閣府告示第 49号）」（以下「公定価格告示」とい

う。）第１条第 12号に規定する額をいう。 

(28) 都市公園 都市公園法第２条に規定する都市公園をいう。 

第２章 開所時間及び休園日 



（開所時間） 

第３条 認可保育所の開所時間は、午前７時から午後６時までの１日当たり 11時間まで

とする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、これを変更することができ

る。 

２ 前項の規定に関わらず、法第 59条第２項に規定する時間外保育（以下「時間外保育」

という。）の提供を行う認可保育所の開所時間は、午前７時から午後７時まで、又は午

前７時から午後８時までとする。 

３ 前項に規定する開所時間は、午後６時以降において、利用児童の全員が降園した場

合には、その時刻で閉所することができる。 

（原則的な保育提供時間） 

第４条 認可保育所の原則的な保育提供時間は、次のとおりとする。 

(1) 保育標準時間認定を受けた子ども 

ア 前条第１項に規定する開所時間とする。 

(2) 保育短時間認定を受けた子ども 

次に掲げる時間のうち施設が指定した時間 

ア 午前８時から午後４時まで 

イ 午前８時 30分から午後４時 30分まで 

ウ 午前９時から午後５時まで 

（時間外保育の提供） 

第５条 認可保育所は、利用乳幼児の保護者の就労等の状況により、市長が認めた場合、

時間外保育を提供するものとする。時間外保育の提供時間は、次に掲げるとおりとす

る。 

(1) 第３条第１項に規定する開所時間に該当する認可保育所 

ア 保育短時間認定を受けた子ども 

第３条第１項に規定する開所時間のうち、第４条第２号に規定する原則的な保育提

供時間を除いた時間とする。 

(2) 第３条第２項に規定する開所時間に該当する認可保育所 

ア 保育標準時間認定を受けた子ども 

午後６時から午後７時まで、又は午後６時から午後８時まで 

イ 保育短時間認定を受けた子ども 

第３条第２項に規定する開所時間のうち、第４条第２号に規定する原則的な保育提

供時間を除いた時間とする。 

（休園日等） 

第６条 認可保育所の休園日は、日曜日、国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178

号)に規定する休日、１月２日、同月３日及び 12 月 29 日から同月 31 日までとする。

ただし、市長が特に必要があると認めるときは、臨時にこれを変更し、又は休園日を

設けることができる。 

２ 前項に規定する市長が特に必要があると認める場合とは、次に掲げる場合をいう。 

(1) 大雨等により認可保育所が所在する地域において、土砂崩れ、河川の氾濫やその他



天変地異等（以下「非常災害」という。）により児童の身体に危険が及ぶ場合 

(2) 原因不明の感染症（新型インフルエンザ等）が流行し、児童に感染の恐れがある場

合（ただし、原因が特定されている感染症（季節性のインフルエンザ等）を除く。） 

(休日保育） 

第７条 認可保育所の休日保育は、次の各号に掲げる要件のすべてを満たしていなけれ

ばならない。なお、この要綱に定めるほか、休日保育に必要な事項は、支援制度担当

部長が定める。 

(1) 日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日（ただし、12月 29日から翌年１

月３日までの日を除く。）に保育を実施すること。なお、標準実施時間は、午前８時か

ら午後７時とすること。 

(2) 札幌市内の認可保育所・認定こども園又は地域型保育事業を利用している２号認定

こども及び３号認定こどものうち、休日においても保育の必要性があると認められる

児童を対象とすること。なお、対象となる児童の年齢は、原則生後５か月から就学前

までとし、休日保育に係る定員については、地域ニーズ等に応じ施設が設定すること

ができる。 

(3) 児童の年齢及び人数に応じて、第 11 条に規定する保育士を配置すること。なお、

一の認可保育所につき２人を下ることはできない。 

(4) 対象児童に対し給食を提供すること。 

(5) 実施について、あらかじめ市長と協議すること。 

（土曜日共同保育） 

第７条の２ あらかじめ市長と協議の上認められた場合は、他の保育所、認定こども園

又は地域型保育事業所と土曜日における共同保育を実施することができる。 

第３章  設備の基準及び職員配置 

（設備の基準） 

第８条 認可保育所の設備の基準は、次のとおりとする。 

(1) 乳児又は満２歳に満たない幼児を入所させる認可保育所には、乳児室又はほふく室、

医務室、調理室及び便所を設けること。 

(2) 乳児室及びほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につきそれぞれ 3.3㎡以上

とすること。 

(3) 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 

(4) 満２歳以上の幼児を入所させる認可保育所には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯場（市

長が特に認める場合にあっては、認可保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場

所を含む。以下同じ。）、調理室及び便所を設けること。 

(5) 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき 1.98 ㎡以上とし、屋外遊戯場

の面積は同号の幼児１人につき 3.3㎡以上とすること。 

(6) 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

(7) その他、札幌市児童福祉法施行条例（平成 24年条例第 62号）第 181条の規定に基

づき、設備を設けること。 

２ 前項に規定する基準については、分園においても同様とする。また、調理室及び医



務室については中心保育所にあることから設けないことができる。この場合、中心保

育所の調理室の能力を十分勘案して衛生上及び防火上不備が生じることのないよう留

意するとともに、分園において医薬品を備えること。 

３ 第１項第４号及び第５号に規定する認可保育所の屋外遊戯場は、次の各号のいずれ

も満たしている場合に限り、都市公園により代えることができる。 

(1) 当該認可保育所の敷地内の地上又は屋上に第１項第５号に定める面積を有する屋

外遊戯場を設置することが困難である（利用定員を超えて児童を入所させようとする

ことで、同号の面積が不足する場合を含む。）と市長が特に認めること。 

(2) 屋外遊戯場に代えようとする都市公園が第１項第５号の屋外遊戯場に定める面積

以上の面積を有し、屋外活動に当たって安全が確保され、かつ、当該認可保育所から

の距離がおおむね 300ｍの範囲内にあり、移動に当たって安全が確保されると市長が

認めること。 

（認可保育所の長の設置） 

第９条 認可保育所には、当該認可保育所の管理者として、専任の長（認可保育所の設

置者が、社会福祉法人又は学校法人以外の場合は、認可等要綱第４条第３項第 1 号及

び第２号に規定する要件を満たす実務を担当する幹部職員）を置くことを原則とする。

ただし、分園を設置する認可保育所にあっては、中心保育所と分園を一体的に管理す

ることとする。 

２ 公定価格の所長設置加算の対象となる認可保育所の長は、次の各号に掲げる要件の

すべてを満たしていなければならない。 

(1) 児童福祉事業等に２年以上従事した者、又はこれと同等以上の能力を有すると市長

が認める者であること。なお、児童福祉事業等とは、児童福祉施設、幼稚園・小学校

等における教諭、市町村長等の公的機関において児童福祉に関する事務を取り扱う部

局、民生委員・児童委員の他、教育・保育施設又は地域型保育事業に移行した施設・

事業所における移行前の認可外保育施設等とし、同等以上の能力を有するとは、公的

機関等の実施する所長研修等を受講した者とする。 

(2) 常時実際に当該認可保育所の運営管理の業務に専従し、他の認可保育所の長若しく

は他の業務と兼務していないこと。 

(3) 保育所委託費（以下「委託費」という。）からの給付支出があること。 

（職員の一般的要件） 

第 10条 認可保育所の利用乳幼児の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな

人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉

事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

（職員の配置） 

第 11条 認可保育所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、

調理業務の全部を委託する施設にあっては、栄養士又は管理栄養士を置く場合に限り、

調理員を置かないことができる。 

２ 分園を設置する認可保育所にあっては、嘱託医及び調理員については中心保育所に

配置されていることから、分園には置かないことができる。 



（保育士等の数） 

第 12条 前条に規定する保育士の数は、０歳児おおむね３人につき１人以上、１～２歳

児おおむね６人につき１人以上、３歳児おおむね 20人につき１人以上（公定価格告示

第１条第 23 号に規定する３歳児配置改善加算を受ける認可保育所は、おおむね 15 人

につき１人）、４歳児以上おおむね 30人につき１人以上とし、これとは別に非常勤（認

可保育所等が定める就業規則等の常勤職員の一月の勤務時間数を下回る短時間勤務。

以下同じ。）の保育士を配置すること。（分園を設置する認可保育所にあっては、中心

保育所及び分園それぞれにこの項の規定を適用する。） 

２ 保育士の最低必要人数の算出方法については、年齢区分ごとの児童数を前項に規定

する人数で除し（小数点２位以下を切り捨てる。）、各々を合計した上で小数点以下を

四捨五入して求めるものとする。 

３ 開所時間内は、前２項の規定により登園児童数に応じた職員配置を行うこと。なお、

一の保育所につき保育士の数は、２人を下ることはできない。 

４ 利用定員 90人以下の認可保育所の保育士数は、第１項に定める数に別途１人を加配

した数とする。（分園を設置する認可保育所にあっては、中心保育所及び分園それぞれ

にこの項の規定を適用する。） 

５ 保育標準時間認定を受けた児童が利用する認可保育所の保育士数は、第１項に定め

る数に別途１人を加配した数とする。（分園を設置する認可保育所にあっては、中心保

育所及び分園それぞれにこの項の規定を適用する。） 

６ 公定価格告示第１条第 53 号の主任保育士専任加算を受ける認可保育所の保育士数

は、第１項に定める数に別途１人を加配した数とする。 

７ この要綱に定めるほか 公定価格算定にかかる加算認定を受ける認可保育所の保育

士数及びその他の職員数は、特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準

等の実施上の留意事項について（平成 28年８月 23日府子本第 571号、28文科初第 727

号、雇児発 0823第１号、以下「留意事項通知」という。なお、留意事項通知が改正さ

れた場合、直近改正された留意事項通知を適用する。）に準じ加配した数とする。 

８ 保育士の数の充足にあたっては、乳児４人以上を入所させる認可保育所に限り、当

分の間、当該認可保育所に勤務する保健師、看護師又は准看護師を、１人に限って、

保育士とみなすことができる。 

（調理員等の数） 

第 13 条 第 11 条に規定する調理員の数は、認可保育所の運営状況に応じて、利用定員

40 人以下の認可保育所においては１人以上、利用定員 41 人以上 150 人以下の認可保

育所においては２人以上、利用定員 151 人以上の認可保育所においては３人以上（う

ち１人は非常勤可）とする。 

（配置基準職員数の算出方法等） 

第 14条 認可保育所の職員は、児童処遇等の観点から常勤職員（認可保育所等が就業規

則等で規定する常勤職員。以下同じ。）とすること。ただし、認可保育所における開所

時間及び時間外保育時間の勤務体制を確保するために、非常勤職員を活用しても差し

支えないこととする。 



２ 非常勤職員の勤務時間数は、職種毎に常勤職員化計算し、職員配置に必要な人数と

して加えることができる。 

３ 前項に規定する常勤職員化計算の算出については、職種ごと非常勤職員等の当該月

実勤務時間数の合計を就業規則等で定めた常勤職員の一月当たりの勤務時間数（以下

「就業規則等勤務時間数」という。）で除して求めるものとする。（小数点以下の端数

処理は行わない。）ただし、就業規則等勤務時間数と常勤職員の一月当たりの実勤務時

間数（超過勤務を除く。）に著しく差が生じている場合、この限りではない。 

（嘱託歯科医の設置） 

第 15 条 認可保育所には、第 11 条に規定する職員のほか、嘱託歯科医を置かなければ

ならない。 

２  嘱託歯科医は、中心保育所に配置されていることから分園には置かないことができ

る。 

第４章  利用手続き・利用者負担等 

（重要事項説明） 

第 16 条 認可保育所の設置者は、保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、法第 20

条第１項の認定（以下「教育・保育給付認定」という。）を受けた保護者に対し、運営

規程の概要、認可保育所の職員に係る勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の教

育及び保育の選択に資すると認められる重要事項等を記した文書（以下「重要事項説

明書」という。）を交付して説明を行い、当該提供の開始について同意を得なければな

らない。 

（利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止） 

第 17条 認可保育所の設置者は、教育・保育給付認定を受けた保護者から利用の申込み

を受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

（受給資格等の確認） 

第 18条 認可保育所の設置者は、保育の提供を求められた場合は、教育・保育給付認定

を受けた保護者の提示する支給認定証によって、教育・保育給付認定の有無、教育・

保育給付認定子どもの該当する小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定の有

効期間及び保育必要量等を確かめるものとする。 

（支給認定の申請に係る援助等） 

第 19条 認可保育所の設置者は、教育・保育給付認定を受けていない保護者から利用の

申込みがあった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ

う必要な援助を行わなければならない。また、教育・保育給付認定の変更の認定の申

請が遅くとも保護者が受けている教育・保育給付認定の有効期間の満了日の 30日前ま

でに行われるよう、必要な援助を行わなければならない。ただし、緊急その他やむを

得ない理由がある場合には、この限りでない。 

（実費徴収・上乗せ徴収の受領） 

第 20条 認可保育所の設置者は、保育の提供に要する経費について、原則、委託費の範

囲で賄わなければならない。ただし、当該保育の質の向上を図る上で特に必要である

と認められる対価について、市長と協議をした上で、当該保育に要する費用として見



込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で設

定する額の支払（上乗せ徴収）を利用乳幼児の保護者から受けることができる。 

２ 認可保育所の設置者は、前項の支払を受ける額のほか、保育において提供される便

宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払（実費徴収）を利用乳幼児の保護

者から受けることができる。 

(1) 日用品、文房具その他の保育に必要な物品の購入に要する費用（利用乳幼児及び

利用乳幼児の保護者の所有となるものに限る。） 

(2) 保育等に係る行事への参加に要する費用（利用乳幼児の費用は、原則、設置者が

負担すること。）  

(3) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア ２号認定子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。イにおいて同じ。）のうち、その教育・保育給付認定保護者及び

当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割

合算額が 57,700 円（子ども・子育て支援法施行令（平成 26 年政令第 213 号）第

４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101

円）未満であるものに対する副食の提供 

イ ２号認定子どもに該当する教育・保育給付認定子どものうち、負担額算定基準子

どもが同一の世帯に３人以上いる場合に負担額算定基準子ども（そのうち最年長

者及び２番目の年長者である者を除く。）である者に対する副食の提供（アに該当

するものを除く。） 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

(4) 認可保育所に通う際に提供される便宜に要する費用（登所バス等の利用にかかる

費用に限る。）  

(5) 前各号に掲げるもののほか、保育において提供される便宜に要する費用のうち、

認可保育所の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、利用乳幼児

の保護者に負担させることが適当と認められるもの 

３ 認可保育所の設置者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る

領収証を当該費用の額を支払った利用乳幼児の保護者に対し交付しなければならない。 

４ 認可保育所の設置者は、第１項及び第２項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、

当該金銭の使途及び額並びに金銭の支払を求める理由について書面によって明らかに

するとともに、利用乳幼児の保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なけれ

ばならない。ただし、第２項の金銭の支払（実費徴収）に係る利用乳幼児の保護者の

同意については、文書によることを要しない。 

（利用定員の変更） 

第 21条 認可保育所の利用定員は、市長が別に定める取扱い等により変更しなければな

らない。 

第 5 章  児童処遇 

（認可保育所の役割及び社会的責任）  

第 22 条 認可保育所は、児童福祉法第 39 条の規定に基づき、保育を必要とする乳児・



幼児の保育を行い、その健全な心身の発達を図ることを目的とする児童福祉施設であ

り、利用乳幼児の最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進することに最もふさ

わしい生活の場でなければならない。  

２ 認可保育所は、その目的を達成するために、保育に関する専門性を有する職員が、

家庭との緊密な連携の下に、利用乳幼児の状況や発達過程を踏まえ、認可保育所にお

ける環境を通して、養護及び教育を一体的に行うことを特性としている。 

３ 認可保育所は、利用乳幼児の人権に十分配慮し、一人一人の人格を尊重して保育す

るとともに、家庭や地域の様々な社会資源との連携を図りながら、利用乳幼児の保護

者に対する支援及び地域の子育て家庭に対する支援等を行う役割を担うものである。 

４ 認可保育所の保育士は、児童福祉法第 18条の４の規定を踏まえ、認可保育所の役割

及び機能が適切に発揮されるように、倫理観に裏付けられた専門的知識、技術及び判

断をもって、利用乳幼児を保育するとともに、子どもの保護者に対する保育に関する

指導を行うものであり、その職責を遂行するための専門性の向上に絶えず努めなけれ

ばならない。 

５ 認可保育所の職員は、保育の提供に当たっては、利用乳幼児の心身の状況、その置

かれている環境、他の特定教育・保育及び特定地域型保育の利用状況等の把握に努め、

利用乳幼児又は利用乳幼児の保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要

な助言その他の援助を行わなければならない。 

６ 認可保育所の設置者は、その運営に当たっては、暴力団員の支配を受けてはならず、

また、暴力団を利することとならないよう、暴力団の排除を行わなければならない。 

（認可保育所の取扱方針） 

第 23条 認可保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とす

る。 

２ 認可保育所における保育の実施は、「保育所保育指針（平成 29 年厚生労働省告示第

117号）」（以下「保育指針」という。）に沿って、保育の提供を適切に行わなければな

らない。 

（利用乳幼児を平等に取り扱う原則）  

第 24条 認可保育所の設置者及び職員は、利用乳幼児について、その国籍、信条、社会

的身分又は保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをして

はならない。 

（虐待等の禁止） 

第 25条 認可保育所の職員は、利用乳幼児に対し、児童虐待の防止等に関する法律（平

成 12 年法律第 82 号）第２条各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な

影響を与える行為をしてはならない。 

（利用乳幼児及び従事者の健康診断） 

第 26条 認可保育所の長は、利用乳幼児に対する入所時の健康状態の把握（満 2歳未満

の乳幼児については、支援制度担当部長が別に定める入園時健康診査による）及び少

なくとも１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和 33

年法律第 56号）の規定による健康診断に準じて行わなければならない。 



２ 認可保育所の長は、前項の規定にかかわらず、利用乳幼児に対する入所時の健康診

断が行われた場合であって、当該健康診断が定期の健康診断又は臨時の健康診断の全

部又は一部に相当すると認められるときは、定期の健康診断又は臨時の健康診断の全

部又は一部を行わないことができる。この場合、認可保育所の長は、利用乳幼児に対

する入所時の健康診断の結果を把握しなければならない。 

３ 認可保育所の長は、職員の健康診断にあたっては、特に利用乳幼児の食事を調理す

る者について、定期的な健康診断のほか、採用前及び月１回以上の腸管出血性大腸菌

の検査を含む検便検査を受けさせること。 

（苦情解決） 

第 27条 認可保育所の設置者は、その提供した保育に関する利用乳幼児又は利用乳幼児

の保護者その他の当該利用乳幼児の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 苦情解決の仕組みに係る規程の整備 

(2) 苦情解決責任者及び苦情受付担当者の設置 

(3) 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針（平

成 12年６月７日児発第 575号、厚生省児童家庭局長通知）」２の(3)に定める第三者

委員の複数人の設置 

(4) 利用乳幼児の保護者への苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名

及び連絡先並びに苦情解決の仕組みの周知 

(5) 苦情記録簿の整備 

(6) 苦情内容及び苦情解決結果の定期的な公表 

２ 認可保育所の設置者は、札幌市から当該認可保育所において行った保育の実施に係

る指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ

ばならない。 

（利用乳幼児の保護者との連絡） 

第 28条 認可保育所の長は、利用乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、保育の内容等に

ついて、当該保護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない。 

（個人情報の保護） 

第 29条 認可保育所は、個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 57号)及び個人

情報の保護に関する法律についてのガイドライン等の趣旨を踏まえ、個人情報の適正

な取扱いに努めなければならない。 

(全体的な計画の作成） 

第 30条 認可保育所は、保育指針第 1章１の⑵に示す保育の目標を達成するために、各

認可保育所の保育の方針や目標に基づき、子どもの発達過程を踏まえて、保育の内容

が組織的・計画的に構成され、認可保育所の生活の全体を通して、総合的に展開され

るよう、全体的な計画を作成しなければならない。 

２ 全体的な計画は、子どもや家庭の状況、地域の実態、保育時間などを考慮し、子ど

もの育ちに関する長期的見通しを持って適切に編成されなければならない。 

３ 全体的な計画は、保育所保育の全体像を包括的に示すものとし、これに基づく指導



計画、保健計画、食育計画等を通じて、各認可保育所が創意工夫して保育できるよう、

作成されなければならない。 

（指導計画の作成） 

第 31 条 認可保育所は、全体的な計画に基づき、具体的な保育が適切に展開されるよ

う、子どもの生活や発達を見通した長期的な指導計画と、それに関連しながら、より

具体的な子どもの日々の生活に即した短期的な指導計画を作成しなければならない。 

２ 指導計画の作成に当たっては、保育指針第２章及びその他の関連する章に示された

事項のほか、子ども一人一人の発達過程や状況を十分に踏まえるとともに、次の事項

に留意しなければならない。 

(1) ３歳未満児については、一人一人の子どもの生育歴、心身の発達、活動の実態等

に即して、個別的な計画を作成すること。 

(2) ３歳以上児については、個の成長と、子ども相互の関係や協同的な活動が促され

るよう配慮すること。 

(3) 異年齢で構成される組やグループでの保育においては、一人一人の子どもの生活

や経験、発達過程などを把握し、適切な援助や環境構成ができるよう配慮すること。 

３ 指導計画においては、認可保育所の生活における子どもの発達過程を見通し、生活

の連続性、季節の変化などを考慮し、子どもの実態に即した具体的なねらい及び内容

を設定すること。また、具体的なねらいが達成されるよう、子どもの生活する姿や発

想を大切にして適切な環境を構成し、子どもが主体的に活動できるようにすること。 

４ 一日の生活のリズムや在園時間が異なる子どもが共に過ごすことを踏まえ、活動と

休息、緊張感と解放感等の調和を図るよう配慮すること。 

５ 午睡は生活のリズムを構成する重要な要素であり、安心して眠ることのできる安全

な睡眠環境を確保するとともに、在園時間が異なることや、睡眠時間は子どもの発達

の状況や個人によって差があることから、一律とならないよう配慮すること。 

６ 長時間にわたる保育については、子どもの発達過程、生活のリズム及び心身の状態

に十分配慮して、保育の内容や方法、職員の協力体制、家庭との連携などを指導計画

に位置付けること。 

７ 障がいのある子どもの保育については、一人一人の子どもの発達過程や障がいの状

態を把握し、適切な環境の下で、障がいのある子どもが他の子どもとの生活を通して

共に成長できるよう、指導計画の中に位置付けること。また、子どもの状況に応じた

保育を実施する観点から、家庭や関係機関と連携した支援のための計画を個別に作成

するなど適切な対応を図ること。 

（保育所児童保育要録の作成及び送付） 

第 32条 子どもに関する情報共有に関して、認可保育所に入所している子どもの就学に

際し、子どもの育ちを支えるための資料（札幌市保育所児童保育要録）が認可保育所

から小学校へ送付されるようにすること。 

（保育士等の自己評価） 

第 33 条 保育士等は、保育の計画や保育の記録を通して、自らの保育実践を振り返り、

自己評価することを通して、その専門性の向上や保育実践の改善に努めなければなら



ない。 

２ 保育士等による自己評価に当たっては、 子どもの活動内容やその結果だけでなく、

子どもの心の育ちや意欲、取り組む過程などに十分配慮するよう留意すること。 

３ 保育士等は、自己評価における自らの保育実践の振り返りや職員相互の話し合い等

を通じて、専門性の向上及び保育の質の向上のための課題を明確にするとともに、認

可保育所全体の保育の内容に関する認識を深めること。 

（保育所の自己評価） 

第 34条  認可保育所は、保育の質の向上を図るため、保育の計画の展開や保育士等の自

己評価を踏まえ、当該認可保育所の保育の内容等について、自ら評価を行い、その結

果を公表するよう努めなければならない。 

２ 認可保育所が自己評価を行うに当たっては、地域の実情や認可保育所の実態に即し

て、適切に評価の観点や項目等を設定し、全職員による共通理解を持って取り組むよ

う留意すること。 

３ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号。）第 36 条

の趣旨を踏まえ、保育の内容等の評価に関し、保護者及び地域住民等の意見を聴くこ

とが望ましいこと。 

（評価を踏まえた計画の改善） 

第 35条 認可保育所は、評価の結果を踏まえ、当該認可保育所の保育の内容等の改善を

図ること。 

２ 保育の計画に基づく保育、保育の内容の評価及びこれに基づく改善という一連の取

組により、保育の質の向上が図られるよう、全職員が共通理解をもって取り組むこと

に留意すること。 

(保健計画の作成） 

第 36条 認可保育所は、保育指針第１章、第２章等の関連する事項に留意し、次の各号

に示す事項を踏まえ、保育を行うこととする。 

(1) 子どもの健康に関する保健計画を全体的な計画に基づいて作成し、全職員がその

ねらいや内容を明確にしながら、一人一人の子どもの健康の保持及び増進に努めて

いくこと。 

(2) 子どもの心身の健康状態や疾病等の把握のために、嘱託医等により定期的に健康

診断を行い、その結果を記録し、保育に活用するとともに、保護者に連絡し、保護者

が子どもの状態を理解し、日常生活に活用できるようにすること。 

（利用乳幼児の保護者に対する支援） 

第 37条 認可保育所における保護者に対する子育て支援は、全ての子どもの健やかな育

ちを実現することができるよう、保育指針第１章及び第２章等の関連する事項を踏ま

え、子どもの育ちを家庭と連携して支援していくとともに、保護者及び地域が有する

子育てを自ら実践する力の向上に資するようにすること。 

（職員の資質向上） 

第 38条 子どもの最善の利益を考慮し、人権に配慮した保育を行うためには、職員一人

一人の倫理観、人間性並びに認可保育所職員としての職務及び責任の理解と自覚が基



盤となること。 

２ 各職員は、自己評価に基づく課題等を踏まえ、認可保育所内外の研修等を通じて、

保育士・看護師・調理員・栄養士等、それぞれの職務内容に応じた専門性を高めるた

め、必要な知識及び技術の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

３ 認可保育所においては、保育の内容等に関する自己評価等を通じて把握した、保育

の質の向上に向けた課題に組織的に対応するため、保育内容の改善や保育士等の役割

分担の見直し等に取り組むとともに、それぞれの職位や職務内容等に応じて、各職員

が必要な知識及び技能を身につけられるよう努めなければならない。 

（施設長の責務） 

第 39条 施設長は、認可保育所の役割や社会的責任を遂行するために、法令等を遵守し、

保育所を取り巻く社会情勢などを踏まえ、管理者としての専門性等の向上に努め、当

該認可保育所における保育の質及び職員の専門性向上のために必要な環境の確保に努

めなければならない。 

２ 施設長は、認可保育所の全体的な計画や、各職員の研修の必要性等を踏まえて、体

系的・計画的な研修機会を確保するとともに、職員の勤務体制の工夫等により、職員

が計画的に研修等に参加し、その専門性の向上が図られるよう努めなければならない。 

 

（職員の研修等） 

第 40条 認可保育所において、職員が日々の保育実践を通じて、必要な知識及び技術の

修得、維持及び向上を図るとともに、保育の課題等への共通理解や協働性を高め、認

可保育所全体としての保育の質の向上を図っていくためには、日常的に職員同士が主

体的に学び合う姿勢と環境が重要であり、職場内での研修の充実が図られなければな

らない。 

２ 各認可保育所における保育の課題への的確な対応や、保育士等の専門性の向上を図

るためには、職場内での研修に加え、関係機関等による研修の活用が有効であること

から、認可保育所は必要に応じて、こうした外部研修への参加機会が確保されるよう

努めなければならない。 

（研修の実施体制等） 

第 41条 認可保育所においては、当該認可保育所における保育の課題や各職員のキャリ

アパス等も見据えて、初任者から管理職員までの職位や職務内容等を踏まえた体系的

な研修計画を作成しなければならない。 

２ 外部研修に参加する職員は、自らの専門性の向上を図るとともに、認可保育所にお

ける保育の課題を理解し、その解決を実践できる力を身に付けることが重要である。

また、研修で得た知識及び技能を他の職員と共有することにより、認可保育所全体と

しての保育実践の質及び専門性の向上につなげていくことが求められる。 

３ 施設長等は認可保育所全体としての保育実践の質及び専門性の向上のために、研修

の受講は特定の職員に偏ることなく行われるよう、配慮する必要がある。また、研修

を修了した職員については、その職務内容等において、当該研修の成果等が適切に勘

案されることが望ましい。 



（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第 42条 認可保育所は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措

置を講じなければならない。 

(1) 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発

生の防止のための指針を整備すること。 

(2) 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合において、当

該事故又は事態を設置者に報告するとともに、当該事故又は事態の分析を通じた改

善策を認可保育所の職員に周知徹底する体制を整備すること。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び認可保育所の職員に対する研修を定期的に

行うこと。 

２ 認可保育所は、子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生した場合は、

速やかに市町村、子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 認可保育所は、前項の事故の状況及び当該事故に際して講じた措置について記録し

なければならない。 

４ 認可保育所は、子どもに対する保育の提供により損害を賠償すべき事故が発生した

場合は、その損害を速やかに賠償しなければならない。 

第６章  給食の実施・衛生管理等 

（食事の提供） 

第 43条 認可保育所において、入所している児童に食事を提供する場合は、その献立は、

できる限り、変化に富み、入所している児童の健全な発育に必要な栄養量を含有する

ものでなければならない 

２ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所

している児童の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。 

３ 提供前に検食を行うこと。 

４ 保存食を実施すること。 

（食事の調理） 

第 44条 前条に規定する食事の調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなけれ

ばならない。 

２  第 11条第１項ただし書きの規定により調理員を置かない認可保育所を除き、当該認

可保育所の職員によって行うこと。 

３  調理業務の全部又は一部を委託する認可保育所の実施に関する基準は、子育て支援

部長が別に定めるものとする。 

４ 分園に調理室を設けない場合、中心保育所で調理した食事をその都度分園に運搬し、

提供すること。 

（食育の推進） 

第 45条 認可保育所は、食育基本法（平成 17年法律第 63号）の趣旨を踏まえ、あらゆ

る機会とあらゆる場所を利用して、積極的に食育を推進するよう努めること。 

２ 前項に規定する食育の推進にあたり、乳幼児期にふさわしい食生活が展開され、適



切な援助が行われるよう、食事の提供を含む食育計画を全体的な計画に基づいて作成

し、保育の計画に位置付けるとともに、その評価及び改善に努めること。栄養士が配

置されている場合は、専門性を生かした対応を図ること。 

（衛生管理） 

第 46 条 認可保育所の設置者等は、当該認可保育所に入所している児童の使用する設

備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必

要な措置を講じなければならない。 

２ 認可保育所の設置者等は、当該認可保育所において感染症や食中毒が発生し、又は

まん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（医薬品等の常備とその管理） 

第 47条 認可保育所の設置者等は、当該認可保育所において、必要な医薬品その他の医

薬品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなければならない。 

第７章  防災対策 

（防災対策） 

第 48 条 認可保育所の設置者は、当該認可保育所において、軽便消火器等の消火用具、

非常口その他非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画

を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。 

２ 認可保育所の設置者は、少なくとも毎月 1 回は、前項の訓練のうち避難及び消火に

対する訓練を行わなければならない。 

３ 認可保育所の設置者は、非常災害が起こった場合の保護者への連絡体制を確立し、

連絡方法等を周知しなければならない。 

（防火管理者の設置） 

第 49条 認可保育所には、防火管理者を置かなければならない。 

２ 前項の規定により防火管理者を定めたとき、又は解任したときは、遅滞なくその旨

を所轄消防署長に届け出なければならない。 

３ 防火管理者は、消防の用に供する設備、消防用水若しくは消火活動上必要な施設の

点検及び整備又は火気の使用若しくは取扱いに関する監督を行うときは、火元責任者

その他の防火管理の業務に従事する者に対し、必要な指示を与えなければならない。 

４ 防火管理者は、総務省令で定めるところにより、消防計画を作成し、これに基づい

て消火、通報及び避難の訓練を定期的に実施しなければならない。 

第８章  検査・会計処理と規程の整備等 

（検査・指導監査等） 

第 50 条 認可保育所の設置者は、札幌市及び厚生労働省等が実施する施設に関する調

査、帳簿書類等の提出依頼及び立ち入り検査等に応じなければならない。また、保護

者等からの苦情に関して行う調査に協力しなければならない。 

２ 認可保育所の設置者は、前項に定めるもののほか、札幌市社会福祉法人・施設指導

監査要綱に基づいた指導監査（以下、「監査」という。）に応じなければならない。 

３ 監査を受ける認可保育所の設置者は、札幌市が指定する帳簿書類等を用意し、監査

実施日の施設運営に支障の無い範囲で職員（施設長、副施設長、主任保育士、栄養士、



事務員等。なお、会計業務等を外部委託している場合は、委託先の担当職員。）を同席

させなければならない。 

４ 前３項の検査等で札幌市から指導又は助言を受けたときは、必要な改善を行わなけ

ればならない。なお、札幌市からの求めがあった場合には、当該改善の内容を報告し

なければならない。 

（委託費の使途制限） 

第 51条 認可保育所の設置者は、次に掲げる通知等に基づき委託費を支出しなければな

らない。 

(1)「子ども・子育て支援法附則第 6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理 

等について（平成 27年 9月 3日府子本第 254号、雇児発 0903号第 6号）」 

(2)「「子ども・子育て支援法附則第 6条の規定による私立保育所に対する委託費の経 

理等について」の取扱いについて（平成 27年 9月 3日府子本第 255号、雇児保発 

0903第 1号）」 

(3)「「子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経 

理等について」の運用等について（平成 27年 9月 3日府子本第 256号、雇児保発 

0903第 2号）」（第 1号から第 3号について、以下「国経理等通知」という。） 

(4) 前 3号に関わらず支援制度担当部長が別に定める委託費の経理に関する事項 

（会計処理） 

第 52 条 認可保育所の設置者は、保育事業の会計（複数認可保育所を運営する場合は、

認可保育所ごと）を他の事業の会計と区分した上で、次に掲げる会計処理を行わなけ

ればならない。なお、設置者の事業類型に関わらず会計年度は 4 月 1 日に始まり、翌

年 3月 31日に終わるものとする。 

(1) 認可保育所の設置者が社会福祉法人の場合 

社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）に基づき、次に掲げる財務諸表を作成しなけ

ればならない。 

ア 資金収支計算書（法人単位資金収支計算書、資金収支内訳表、事業区分資金収支内

訳表及び拠点区分資金収支計算書を含む） 

イ 事業活動計算書（法人単位事業活動計算書、事業活動内訳表、事業区分事業活動内

訳表及び拠点区分事業活動計算書を含む） 

ウ 貸借対照表（法人単位貸借対照表、貸借対照表内訳表、事業区分貸借対照表内訳表

及び拠点区分貸借対照表） 

エ 財産目録 

(2) 認可保育所の設置者が社会福祉法人以外の場合 

認可等要綱第 13 条に基づき、次に掲げる財務諸表を作成しなければならない。た

だし、公的な会計基準のない認可保育所の設置者は、前号の規定により作成すること

ができる。 

ア 収支計算書又は損益計算書 

イ 積立金・積立資産明細書（学校法人会計基準及び企業会計の基準による会計処理を    

行っている者は、認可等要綱に定める積立金・積立資産明細書） 



ウ 学校法人会計基準による会計処理を行っている者は、学校法人会計基準による貸

借対照表 

エ 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、企業会計の基準による貸借対

照表（流動資産及び流動負債のみを記載）、認可等要綱に定める借入金明細書、基本

財産及びその他の固定資産（有形固定資産）の明細書 

（会計報告） 

第 53条  認可保育所の設置者は、毎会計年度終了後３カ月以内に、前条に掲げる財務諸

表を作成しなければならない。 

２ 前条第 1 号に定める会計処理を行った場合、毎会計年度終了後３カ月以内に、財務

諸表及び事業の概要その他の厚生労働省令で定める事項（現況報告書等）を所轄庁に

届け出なければならない。 

３ 前条第２号に定める会計処理を行った場合、毎会計年度終了後３カ月以内に、認可

等要綱第 13 条に定める財務諸表及び市長が別に定める事項を札幌市に提出しなけれ

ばならない。 

４ 前２項及び国経理通知等の規定に関わらず、指導監査等において財務状況を報告す

る場合は、財務諸表に加え、支援制度担当部長が別に定める資金収支分析表を提出し

なければならない。 

（規程の整備） 

第 54条 認可保育所には、当該施設の管理運営に関し、次の各号に掲げる規程を設けな

ければならない。 

(1) 運営規程（次に掲げる事項を規定しなければならない。） 

ア 施設の目的及び運営の方針 

イ 提供する保育の内容 

ウ 職員に係る職種、員数及び職務の内容 

エ 保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

オ 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由

及びその額 

カ 小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員 

キ 利用の開始及び終了に関する事項並びに利用に当たっての留意事項 

ク 緊急時等における対応方法 

ケ 非常災害対策 

コ 虐待の防止のための措置に関する事項 

サ その他運営に関する重要事項 

(2) 就業規則(育児休業、介護休業に関する規則等を含む) 

 (3) 給与規程 

(4) 旅費規程 

(5) 苦情解決の仕組みに関する規程 

(6) 個人情報保護規程 

(7) 経理規程 



２  前項に定めるもののほか、認可保育所においては、次に掲げる事項のうち必要な事

項について規程を設けるものとする。 

(1) 入所する者の援助に関する事項 

(2) その他施設の管理についての重要事項 

（備え付ける帳簿） 

第 55条 認可保育所には、次の各号に掲げる帳簿を備え付けなければならない。 

(1) 管理運営に関する帳簿 

(2) 児童に関する帳簿 

(3) 給食に関する帳簿 

(4) 職員に関する帳簿 

(5) 防災に関する帳簿 

(6) 経理に関する帳簿 

２ 前項に定める帳簿の整備、保存については、別表に掲げるものを基準とする。なお、

帳簿の名称等については、認可保育所の設置者の実情に応じ、変更することができる

ものとする。 

第９章  補則 

（委任） 

第 56条 この要綱に定めるもののほか、認可保育所の管理運営に関し必要な事項は、子

育て支援部長及び支援制度担当部長が定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22年９月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 23年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25年３月 29日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年４月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年４月 1日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成 31年４月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第 16 条～第 20 条の規定は、

令和元年 10月１日から適用する。 

 

  



別表  

区分 帳簿等 保存期間（備考） 

1 管理運営関係 

   

(１) 運営規程等（重要事項説明書含む） 永久 

(２) 就業規則等（給与、旅費含む） 永久 

(３) 認可・確認･届出関係書類 永久 

  (４) 土地・建物関係書類 永久 

  (５) 施設台帳（沿革史等を含む） 永久 

  (６) 苦情受付記録簿 永久 

  (７) 事故記録簿 永久 

  (８) 業務日誌 ５年 

  (９) 職員会議録 ５年 

  (10) 事業計画・報告関係書類 ３年 

２ 児童関係 (１) 児童名簿 ５年 

(２) 児童票 ５年 

  (３) 入退所関係書類 ５年 

  (４) 児童出席簿 ５年 

  (５) 保育の計画   

  ア 全体的な計画（保育課程） ５年 

  イ 年間指導計画 ５年  
ウ 月間指導計画 ３年 

  エ 週案 １年 

  オ 保育所児童保育要録 ６年 

  (６) 自己評価関係書類 ５年 

  (７) 健康診断記録 ５年 

  (８) 保育日誌 ５年 

  (９) 保育実施関係書類 ５年 

  (10) 園だより ３年 

３ 給食関係 (１) 集団給食施設設置・変更・廃止届 永久 

(２) 献立表（予定、実施） ５年 

  (３) 給食日誌 １年 

  (４) 検食記録簿 １年 

  (５) 給食だより １年 

  (６) 衛生管理チェック表 １年 

  (７) 食材発注・納品簿 ５年 

４ 職員関係 (１) 労働者名簿 永久 

(２) 辞令簿 永久 

  (３) 履歴書綴 ３年（退職後） 

  (４) 資格証明書（登録証）綴 永久 



  (５) 各種労使協定書・労基署届出関係書類 永久 

  (６) 勤務割表 ３年 

  (７) 出勤簿 ３年 

  (８) 給与（賃金）台帳 １０年 

  (９) 時間外・休日勤務命令簿 ３年 

  (10) 休暇簿・出勤整理簿 ３年 

  (11) 出張命令関係簿 ５年 

  (12) 健康診断記録簿 ５年 

  (13) 検便実施記録簿 ５年 

  (14) 社会保険・労働保険関係書類 ５年 

  (15) 所得税（源泉徴収）関係書類 ５年 

  (16) 退職共済関係書類 ５年 

  (17) 雇入通知書・雇用契約関係書類 ３年（退職後） 

  (18) 各種手当届出関係書類 ３年 

5 防災関係 

  

(１) 防火管理者選任届関係書類 永久 

(２) 消防計画関係書類 ５年 

  (３) 消防用設備点検結果報告書関係書類 ３年 

  (４) 避難（消火）訓練実施記録関係書類 ３年 

6 経理関係 

  

(１) 経理規程 永久 

(２) 財産目録 ５年 

  (３) 固定資産管理台帳（不動産台帳を含む） １０年 

  (４) 予算書 １０年 

  (５) 決算報告書（貸借対照表・収支計算書等） １０年 

  (６) 決算付属明細書 
 

  ア 借入金明細表 １０年 

  イ 貸付金明細表 １０年 

  ウ 寄附金収入明細表 １０年 

  エ 金銭残高明細表 １０年 

  オ 預貯金・有価証券等明細表 １０年 

  カ 預貯金残高証明書 １０年 

  キ 未収・未払・預金等明細表 １０年 

  ク 積立金・引当金明細表 １０年 

  ケ 補助金収入明細表 １０年 

  コ 基本金明細表 １０年 

  サ 国庫補助金等特別積立金明細表 １０年 

  シ 固定資産増減明細表 １０年 

  ス 固定資産集計表 １０年 

  (７) 総勘定元帳 １０年 



  (８) 仕分伝票 １０年 

  (９) 現金出納帳 １０年 

  (10) 小口現金出納帳 １０年 

  (11) 寄附金・寄附物品台帳 １０年 

  (12) 利用料等徴収関係書類 ３年 

  (13) 施設型給付費・補助金請求・精算関係書類 ５年 

  (14) 備品台帳 １０年 

  (15) 借入金台帳 １０年 

  (16) 貸付金台帳 １０年 

  (17) 未収金台帳 １０年 

  (18) 未払金台帳 １０年 

  (19) 有価証券等台帳 １０年 

  (20) 月次試算表 １０年 

 

 


